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研究成果の概要（和文）：　小・中学校の特別支援学級や通級指導教室における専門的な支援を求める子どもの
数が急増すると共に、特別支援学級担任および通級指導教室担当教員も増加している。本研究は、これらの教員
の特別支援教育における専門性向上を目的とする、研修プログラムの開発を目指した。
　まず、特別支援教育の専門性を探るための特別支援教育専門性尺度を開発した。次にそれを活用し、受講生の
事前・事後学習を組み合わせる等の工夫による研修プログラムを計画・実施したところ、研修後には専門性の高
まりが見られた。

研究成果の概要（英文）： As the number of children seeking specialized support in special support 
classes and resource room in elementary and junior high schools has increased rapidly, the number of
 teachers in charge has also increased. This study aimed to develop a training program for the 
purpose of improving the expertise of these teachers in special needs education.
 First, we developed a special needs education expertise scale for exploring the expertise of 
special needs education. Next, by utilizing it, we planned and conducted a training program that 
combines the pre-post-study of the students, etc., and we found that the expertise increased after 
the training.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
今後、小・中・高等学校における特別な教育的ニーズを持つ子どもへの専門的な教育はさらに求められるであろ
う。そのような中、本研究では特別支援学級担任や通級指導教室担当教員の専門性を、特別支援教育専門性尺度
の作成を通して明らかにした。また、それに基づいて開発した研修プログラムでは、教員が自分の課題意識に基
づき主体的・効率的に研修を行うための方策を取り入れ、研修の効果を上げることができた。これらは、特別支
援教育に限らず、チーム学校における教師の専門性の獲得と発揮に活かされるものと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
平成 19 年に導入された「特別支援教育」とは、特別支援学校だけでなく通常学校においても、

「子ども一人一人の教育上のニーズを把握し、学習面や生活面での問題を解決するための指導
と支援を行うこと」（柘植、2013）である。これにより、通常学級にいる「発達障害」などを持
つ子どもに対しても、正しい理解と有効な支援について、「全教職員を対象」とした数多くの研
修が企画・実施され、特別支援教育に関する理解と支援は、各学校において徐々に浸透してきた。 
このように通常学級での支援が広まる中、少子化による児童生徒数の減少に反して、特別支援

学級や通級指導教室における、専門的な支援を求める子どもの数は急増している。当然これに対
応して、それらを受け持つ通常学校の特別支援学級担任及び通級指導教室担当（以下「特別支援
教育担当教員」とする）の教員も増加しており（文科省、2017）、この傾向は今後も続くと思わ
れる。この状況の中、「学校がかかえる喫緊の課題の一つ」である特別支援教育への方策を考え
るとき、これら特別支援教育担当教員の資質、つまり「特別支援教育に関する専門性」の有無が、
大きな鍵を握っていると言える。 
そこで本研究では、次期学習指導要領で提唱されている「課題の発見・解決に向けた主体的・

協働的な学び」、具体的にはアクティブ・ラーニングを用い、特別支援教育担当教員が「自律的・
主体的に学び続ける教師」としてその専門性を向上させるための、有効・且つ効率的な研修プロ
グラムの開発を目指す。 
 
２． 研究の目的 
本研究の目的は、特別支援教育担当教員を対象とした、特別支援教育に関する専門性向上のた

めの、効果的な研修プログラムを開発することである。その過程において、特に次の３点を重点
目標とする。 
（１）教師自身のアクティブ・ラーニングが生かされるプログラムにすること  
（２）ルーブリック評価を取り入れ、教師の意識や課題等を質的に分析すること 
（３）特別支援教育の専門性のレベルに応じた、反転学習等を取り入れた研修プログラムを作成 
すること 
 
３． 研究の方法 
２の目的のために、まず、特別支援教育の専門性とはどのようなことを指すのか明らかにする

必要から、特別支援教育専門性尺度を作成した。その後、それを活かして研修プログラムの開発
を行った。 
（１） 特別支援教育専門性尺度の作成  
次のア～エのアンケートから特別支援教育専門性尺度を作成した。 
ア）予備アンケート 1（特別支援教育に関心の高い一般教員 176 名への自由記述アンケート） 
イ）予備アンケート 2（特別支援教育の専門性の高い教員 3名にインタビュー） 
ウ）現状アンケート（特別支援教育の研修担当（A県教育センター・A市教育委員会）教員 10

名へのアンケート） 
エ）専門性アンケート（特別支援教育担当教員 679 名へのアンケート） 
ア）～ウ）により特別支援教育専門性尺度の原案を作成し、これに特別支援教育の負担感を測

る項目を加えて、エ）専門性アンケートを実施した。その結果、特別支援教育の専門性につい
て、「特別支援教育や障害全般に関する知識や理解」「子どもや保護者との信頼関係」「子ど
もの指導の計画と実践」「教材の作成や活用」の 4 つの因子（専門性の種類）が得られた。
本研究では、これらの因子が表す内容を元に、特別支援教育の専門性向上を目的とする教員
研修プログラムを計画・実施することとした。 
 
（２）研修プログラムの開発 
特別支援教育の専門性向上を目的とする「特別支援教育専門性向上研修プログラム」は、特

別支援教育専門性尺度から得られた 4つの専門性の種類に応じて、4つのセッションから構成さ
れた。ひとつのセッションは、「①事前学習」と、「②当日研修」及び、「③事後学習」という３
つの要素から成り立っている。なお、「①事前学習」と「③事後学習」は受講生の自己学習によ
る。 
①事前学習 
「①事前学習」には、国立特別支援教育総合研修所（以下、特総研）の「インターネットによ

る講義配信」から指定した講義及び「支援教材ポータル」を利用し、受講者が各自で事前に研修
して「②当日研修」に参加するようにした。なお、この利用に当たっては、事前に特総研に本研
修への活用の確認をとり、受講者が各自で受講登録を行って臨んだ。 
 
②当日研修 
「②当日研修」は、各セッション 2時間で構成され、Ａ大学及びＡ大学サテライトキャンパス

で行われた。この研修の対象者は、Ａ県の特別支援教育担当教員で、受講者の希望により複数選
択できるようにした。したがって、各回の当日研修の受講者は、様々な特別支援教育担当教員歴・
担当障害種の教員で構成された。研修は 2 年間に、延べ 14 会場で実施され、延べ 144 名が参
加した。 



各セッションには、以下のようなねらいと、それに応じた実践につながる演習を中心とした内
容を取り入れた。 
・セッションⅠ「子どもの理解（アセスメント）」：効果的な指導につなげるための子ども理解の
ポイントを知ることをねらいとする。子どものかかえる困難さを、アセスメントに関する基礎的
な知識と、疑似体験演習（「ＬＤの心理的疑似体験プログラム」より）を通して実際に困難さを
感じることから、子どもを理解することについて学ぶ。 
・セッションⅡ「子どもの指導（自立活動）」：効果的な指導につなげるための自立活動について
知ることをねらいとする。特別な教育課程の基本である自立活動を、自分の担当する障害種や子
どもに応じてどのように組み立てていくか、他の障害種を担当する受講者の話も聞きながら学
ぶ。 
・セッションⅢ「子どもの支援（指導の実際）」：効果的な指導を行うための教材・教具について
選択することができることをねらいとする。子どもの実態に応じた具体的な指導と評価につい
て、教材の選定・工夫、指導方法などから考える。実際に iPad を操作しながら、学習アプリの
活用やその実践例について学ぶ。 
・セッションⅣ「子どもを支える（連携）」：子どもや保護者との信頼関係につながる姿勢や方法
を知ることをねらいとする。カウンセリングの基本的な知識や方法について知り、実際の面談場
面を想定した演習を通して、子どもや保護者との信頼関係を作るスキルを学ぶ。 
 
③事後学習 
「③事後学習」については、「②当日研修」の終了時に、その日の研修に関連する研修内容・

方法等の情報をまとめた「自己学習カード」を提供し、その後の受講者の自己学習につながるよ
うにした。 
 
④研修の評価 
 研修の効果を測るため、各受講生が初めて参加したセッションの前と、セッションⅣ終了の 1
か月後に、全ての受講者に特別支援教育専門性尺度に回答を求めた（「全体アンケート」）。また、
各セッション終了時には、その日の研修内容に関する受講者の満足度等について、自由記述も含
む「研修後アンケート」を求めた。 
さらに、ルーブリック評価として、セッション毎に含まれる内容に応じて、特別支援教育専門

性尺度から２～３項目選択し、専門性のレベルを４段階で示した「自己チェックカード」を作成
した。受講者は、各セッションの当日研修の開始前にこのカードで専門性レベルの自己評価を行
って研修に臨んだ。そして、セッションⅣ終了の 1か月後に、同じ「自己チェックカード」を用
いて、その時点での専門性のレベルについての自己評価を行うようにした。 
 

４． 研究成果 
（１） 特別支援教育専門性尺度の作成 
①特別支援教育の専門性レベルの評価としての活用 
 特別支援教育担当教員の資質としての「特別支援教育に関する専門性」の有無やレベルを測る
ため、特別支援教育専門性尺度を作成することができた。これを活用することにより、特別支援
教育担当教員にとっては、何を学べば自分の専門性を高めることにつながるのか、という指針に
なり、期間をおいて評価することにより、自分の専門性のレベルを確認することも期待できる。 
また、校内の複数の特別支援教育担当教員の専門性を、チームとしての力量の観点から客観的

に把握し、向上させていく際の指標として利用することも考えられる。さらに、研修を行う立場
の教員にとっても、どのような内容を研修に取り上げていけばよいかを判断する資料となるこ
とが期待される。 
 

②作成の過程で得られた研修内容の視点 
特別支援教育専門性尺度の作成の過程において、特別支援教育への関心の高い一般教員への

アンケートの結果と共に、専門性の高い教員へのインタビューから得られた知見を組み合わせ
た。 
その結果、特別支援教育の専門性を向上させるための研修プログラムを実施する際には、特別

支援教育に関する知識・理解として、その理念や障害全般に関することと合わせて校内外の連携
に必要な内容・情報も同じように捉えること、子ども等との信頼関係作りという教育の原点に立
ち戻ることを大切にすること、一人の子どもの教育的ニーズに応じた指導計画や教材を考える
と同時に、その障害種に応じた、あるいは障害全般に必要な計画や自立活動などを念頭に置いて
考えることできるようになること、などの視点が必要であることが示唆された。 
 

③特別支援教育教員歴による校内支援体制への示唆 
特別支援教育専門性尺度を用いて、特別支援教育担当教員に行った専門性アンケートの結果

からは、特別支援教育教員歴によって、４種類の専門性において違いが見られ、その経験年数が
長いほど専門性が高いことが分かった。このことから、毎日の授業をはじめとする学校生活にお
ける子どもとの直接的な関わりの中から、教員自身も専門性を高めていることが分かる。また、
同時に様々な研修の積み上げを通して専門性を身につけていることも伺える。一つの学校に複



数の特別支援学級や通級指導教室が設置される中、経験年数の長い教員がメンター的な役割を
果たしながら新しく担任・担当になった教員と協働して子どもの指導・支援に当たることが有効
だと言えよう。このような仕組みを校内に定着させるには、その年に配置された特別支援教育担
当教員が互いに連携し学び合うような環境作りと、校内の特別支援教育教員の配置を長期的な
見通しの元に行うことが大切な視点であると考える。 
さらに、４つの専門性のうち、「子どもの指導の計画と実践」が特別支援教育の負担感に影響

を及ぼしており、この専門性が高いと負担感が低くなることが分かった。この専門性の低さは特
別支援教育を負担に感じる原因となりやすいことが伺える。ここで問われているのは、特に、そ
の子どもに応じた指導目標や内容・方法などの策定と、それに応じた直接的な対応や具体的な指
導である。この中にはまず、担当する障害に応じて指導目標・内容等としての自立活動を理解し、
次に一人一人の子どもに応じてそこから選択・実践し、さらにその結果を評価してその後の指導
に活かしていく、という個への指導のプロセスが含まれる。この力量を上げることが、特別支援
教育担当教員の日々の教育実践における自信につながると考えられる。  
これらのことから、学校内の特別支援教育を充実させるためには、特別支援教育教員歴の違う

複数の教員の専門性を総合的に考えてその良さを活かす方策を探ること、教員個人の専門性を
向上させるには、子どもへの指導のプロセスにおけるそれぞれの力量を確認しながら上げてい
くことが有効であることが示唆された。 

 
（２）特別支援教育専門性向上研修プログラム 
セッションⅠとⅣの両方に参加した受講者を対象として、特別支援教育専門性尺度の得点を

研修前（セッションⅠ開始前）と研修後（セッションⅣ終了の 1か月後）で比較した（全体アン
ケート）。その結果、4 つの因子のうち３つ（特別支援教育や障害全般に関する知識や理解、子
どもの指導の計画と実践、教材の作成や活用）で有意差が見られ、いずれも研修後の得点が高く
なっていた。また、「研修後アンケート」の結果より各セッションの満足度はいずれのセッショ
ンも 4段階中 3.5 以上となっていた。 
①事前学習・反転学習等 
 本研修プログラムでは、まず事前学習として特総研の研修講座を各受講者に視聴して参加し
てもらった。受講者の特別支援教育の経験や障害種も様々であるため、共通の知識を持って参加
することや、当日研修のスタートをこの講座内容に対する確認や質問等にすることで、専門性の
レベルにばらつきのある受講者の研修をスムーズに行うことをねらった。 
受講者の研修後アンケートや全体アンケートの自由記述には、「事前学習があった事で、今日

何を学ぶのか見通しを持つ事ができ、目的意識が持てた。」「特総研の研修ビデオの充実ぶりに学
ぶ意欲がわいた。」「事前に予習をするスタイルの研修は有効であると思った。」などが見られた。   
受講者にとって、研修のねらいを明確にすることが、効果的であったことと同時に、反転学習

になっていることがうかがえる。今回用いた事前学習の題材は、特総研の Web 配信講座であった
ため、受講者の時間や環境などを各自の都合に応じて活用できたのも、利点としてあげられるで
あろう。今後の研修を企画するに当たっては、このような事前学習を組み合わせることで、効果
的・効率的な研修につながると思われる。 
 

②教師のアクティブ・ラーニング 
 本研修プログラムの当日研修では、子どもの困難さを疑似体験することや、実際に自立活動の
指導計画を作成すること、具体的な教材・教具を受講者が互いに紹介し合ったり iPad を操作し
たりすること、保護者との面談場面をロールプレイで体験することなどの演習が含まれた。 
受講者のアンケートには、「研修の中で、他学校の先生方と意見を交換しながら研修を進める

ことができてとても良かった。」「違う障害種の先生方と話していると多様な考えが聞けてよか
った。改めて自分の障害種をもう少し詳しく見てみたい。」「子どもの指導、アセスメント、支援、
連携などだけでなく、面談に関することや自立活動についてなどとても具体的に学べて良かっ
た。少人数での演習や情報交換が充実していたのもとても良かった。」などの自由記述が見られ
た。 
今後の教員の研修スタイルに、オンライン研修などが取り入れられることも十分考えられる。

前項①事前学習・反転学習等でも述べたように、教員が各自の都合に合わせ自己学習で学べる内
容では、成果が期待できると考える。一方、今回の当日研修は、対面研修の形式をとった。この
結果から、その場での受講者同士の情報交換や感情を共有することを通して学ぶことに価値が
あることも確認された。特に、特別支援教育においては、障害や特別な教育的ニーズを持つ子ど
も一人一人の状態を把握しながら関わっていくことが必要であるため、このように教師自身が
対面の場を通して感じることは大切にしたいと考える。 
いずれにしても、教師が自ら主体的・自主的に学びを進めることができるような仕組みが求め

られる。 
 

③教師の意識や専門性の向上 
アンケートには、次のような自由記述が見られた。「事後学習では個別の指導計画を見直し、

支援方法や困り感を再度見直してみたい。」「目標や計画を立てるのが苦手だが、研修をうけ、ア
セスメントとともに、『課題の整理』をじっくり行えていないからだと気づいた。」「特別支援学



校での勤務経験がない場合でも基礎的な内容は、ネット配信講義でも十分におぎなえると思う。」
「専門性を高めるため研修を欲しているので、またお願いしたい。」「今後も、具体的な検査、教
材、書籍など、紹介してもらえるとありがたい。」 
本研修プログラムでは、受講者自身が「自己チェックカード」によって特別支援教育に関する

専門性のレベルを客観的に把握することができるようにした。また、事後学習のための情報を提
供することによって受講者自身の課題解決や専門性の向上につながるような工夫も行った。   
研究に取りかかった当初は、特別支援教育専門性尺度によって教員の専門性レベルを区別し、

それに応じた研修内容・研修プログラムを企画・準備することも考えられた。しかし、何を学べ
ば良いのか（内容）、どのように学べば良いのか（方法）、どこに求めれば自分の学びたいことが
あるのか（情報）を明らかにすることで、教員は自ら学んでいくことが明らかになった。 
 

（３）まとめ 
 本研究では、本研修プログラムの前後で特別支援教育専門性尺度の得点の高まりが見られた。
このことから、本研修プログラムが特別支援教育の専門性を高めるために有効であること、また
「何を学ぶのか、どのように学ぶのか」、ということを明確に示し、その方策を受講生自身が持
つようにすることが、研修の満足感だけでなく、専門性向上へとつながることが示唆されたと考
える。 
その研修でねらう特別支援教育の専門性を他の受講者と共有しながら研修を行ったことや、

具体的な課題を取り上げ少人数による演習体験や情報交換を行ったこと、教員個人が自分の環
境に応じて利用できるネット配信講義の活用などを行ったこと、などがこれらの成果につなが
ったと考えられる。特別支援教育担当教員にとって、同じ課題を抱える教員と相互に高め合う研
修と共に、個人の専門性のレベルや関心に応じて自主的に学ぶ自己研修の双方の充実が必要だ
と思われる。 
2 年間の研修の実施に当たっては、教員がより参加しやすい場所や時間帯の工夫も行ったが、

受講者からは各自の都合に応じて受講する研修を選択できたと好評であった。研修の機会があ
れば自分の資質・能力を高めたいと考えている教員は多い。今後、教員の自主的な学びを念頭に
置き、様々な形態の研修を考えることは、このような教員の研修の機会を増やし、その資質・能
力を高めることにつながると考える。 
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